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は じ め に
　90年代半ば以降のバブル崩壊の結果としての金融危機，ならびにその金融危機管理の失敗
から日本経済の長期的停滞が本格化した。これを背景に，小泉純一郎政権以来の新自由主義
的構造改革（いわゆる「骨太の方針」）の推進によって生活の悪化を実感した国民が，長期
自民党政権に反旗を翻し，2009年に民主党を中心とする鳩山由紀夫連立政権を誕生させた。
だが，周知のように，普天間基地の縮小・移設問題での腰砕けと2011年 3 月11日に発生した
東日本大震災と福島原発事故への危機管理の拙劣さから国民の支持を失い，民主党政権は
「コンクリートから人へ」の選挙スローガンを政策化した『日本再生戦略―フロンティアを
拓き「競争の国」へ―』（2012年 7 月 3 日閣議決定）をほとんど実行することもなく，2012
年末に第 2 次安倍晋三内閣に政権を譲り渡した。
　第 2 次安倍政権は，経済運営は自民党政権の「専売特許」と言わんばかりに，就任早々大
型補正予算を組み，長期不況打開のためにアベノミクス（三本の矢）と成長戦略を政策化し
た『日本再興戦略　JAPAN is BACK』（2013年 6 月14日閣議決定）を打ち出した。その後，
安倍自公連立政権は2014年衆議院選挙での2/3の議席確保をよりどころに歴代自民党政権に
　本稿では，第 2 段階に入ったアベノミクスが国民経済と国民生活に及ぼしている影響を
総括する。アベノミクスは， 4 年半を経過した時点で，株高と円安によって輸出関連の諸
産業，巨額の内部留保をため込んでいる大企業や金融機関の収益拡大，金融的利得を主な
収入源とする富裕層の所得拡大に貢献している。だが，大多数の勤労国民の生活は，雇用
破壊・賃金破壊を主な狙いとする成長戦略の推進によって根底から脅かされている。その
結果，社会の消費力は依然沈滞し続けており，長期不況の打開の兆しは見えていない。
　にもかかわらず，安倍政権はいまなお一定の国民的支持を獲得している。本稿は，その
背景にあるアベノミクスに内在する国民欺瞞の 3 つの論理を抽出し，最後にグローバル化
時代の新自由主義的構造改革に対する対抗軸として住民視点からの地域社会の再建，それ
を支える循環型地域経済の創出の意義を論じている。
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よる憲法解釈を反故にして，現行憲法下での集団的自衛権の行使容認に踏み切り（安保法制
関連法の強行採決），現在2020年までに憲法を改正して「戦争する国」への全面的移行を企
んでいる。
　本稿の課題設定は，多くの国民が憲法 9 条を改正する必要はないと考えているにもかかわ
らず，憲法改悪と「戦争する国」をめざす安倍政権への支持がなお一定の高水準にあるのは
なぜかという素朴な問題意識に基づいている。戦争のない平和な社会で暮らすことは，平穏
で安定した経済生活の絶対的条件である。この自明の価値判断からすれば，戦後日本社会が
今まさに平和と戦争の問題をめぐって歴史的な分岐点に立っていることを，多くの日本国民
がまだ十分に認識していないと言えるであろう。と同時に，戦後経済成長による生活の向上
を実感してきた戦後世代の多くの国民が，民主党連立政権の失敗から「経済問題は自民党に
任すしかない」との判断に立ち戻ったことも影響しているのではないか。本稿は，この問題
意識のうえに，第 2 段階に進んだアベノミクスを総括し，アベノミクスのなかに内在する国
民欺瞞の 3 つの論理を抽出し，最後にグローバル化時代の新自由主義的構造改革に対する対
抗軸として住民視点からの地域社会の再建，それを支える循環型地域経済の創出の意義を論
じる。
1 ．第 2 次安倍政権の経済政策運営
1-1　アベノミクス第 1 段階――（『日本再興戦略　JAPAN is BACK』（2013年 6 月14日）
　 1 ）就任早々に安倍首相が打ち出したアベノミクスは， 3 本の矢から構成されていた。第
1 の矢は，長期不況とデフレマインドを一掃するための大胆な金融政策，異次元の金融緩和
政策であり，これによってデフレ不況が打開されると喧伝された。日銀が日銀預け金も含め
て現金通貨数量を増加させることによって物価を 2 ％引き上げるというインフレターゲット
論は，当時の白川日銀総裁の明確な反対にあったが，安倍首相は日銀総裁の首をすげ替える
ことによって日銀にそれを遂行させた。
　第 2 の矢は，「湿った経済を発火させる」ための機動的な財政運営であり，まずは2012年
度末の大型補正予算で，東日本大震災からの復興事業等に追加の政府資金が投入された。さ
らに，2013年12月に制定された国土強靭化法によって，財政危機の進行によって大幅に抑制
されてきた大規模公共事業が，大災害に備えるという名目のもとに公式に復活・拡大するこ
とになった。
　第 3 の矢は，「世界で一番企業が活躍しやすい国」をめざすと宣言した安倍首相が，アベ
ノミクスの本丸と位置づけた新自由主義的な成長戦略である。それは，TPP への参加も視
野に入れていわゆる「岩盤規制」と呼ばれた労働・農業・医療などの分野で規制緩和を行
い，民間活力を最大限に引き出そうとするものであり，この成長戦略は，2013年 6 月に先の
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『日本再興戦略』として具体化された。
　 2 ）この『日本再興戦略』は，冒頭で「失われた20年」の原因を，① GDP の長期低迷
（＝生産・供給の停滞），② 少子高齢化社会の到来（＝人口・就業者数の減少），③ それに基
づく企業の設備投資の減退，家計・個人の消費抑制（消費・需要の減退・停滞）＝企業・個
人のデフレマインド（将来不安に基づく投資・消費意欲の萎縮）の 3 つの要因に分解したう
えで，それらが相互に作用することによって生産と消費，供給と需要の負のスパイラルが発
生し，停滞が構造化していると分析している（『日本再興戦略』 1 ページ）。
　それを打開する成長戦略として，（ア）日本産業再興プラン，（イ）戦略市場創造プラン，
（ウ）国際展開戦略プランの 3 つのアクションプランが提示されているが，そのなかで着目
すべきは，第 1 に，（イ）における「成熟分野から成長分野への失業なき労働移動を進める
ため，雇用政策の基本を行き過ぎた雇用維持型から労働移動支援型へと大胆に転換する」
（同上書11ページ）という労働・雇用政策の「転換」である。1990年代以降大量の非正規労
働者を生み出した労働力流動化政策を反省するのではなく，それを抜本的に強化する姿勢が
示された。
　第 2 の注目点は，中長期的な経済成長に不可欠の新製品・サービス・システムの新市場を
創造するための「総合科学技術会議」の設置である。これを司令塔として「国の総力を結集
して『技術で勝ち続ける国』を創る」，そのために「日本が負けてはならない戦略分野を特
定し，そこに国，大学，及び民間の人材や，知財，及び資金を集中的に投入する」（同上
書，13ページ）という科学・技術政策の全面的な国家管理が謳われている。規制緩和を標榜
する新自由主義的政策運営の国家主義的性格が露骨に示されている。
1-2　 アベノミクス第 2 段階――新 3 本の矢（2015年 9 月24日，安倍首相記者会見）→
「日本再興戦略2016」（2016年 6 月 2 日）
　 1 ）アベノミクスの短期的な成果である株高・円安の恩恵が衰退著しい地方にまで及んで
いないとする世論に押されて，安倍政権は2014年 6 月の「『日本再興戦略』改訂2014」に
ローカルアベノミクスを盛り込み， 9 月に内閣のもとに地方創生のための「まち・ひと・し
ごと創生本部」を設置した。2015年の参議院選挙後の10月の内閣改造にあたって，安倍首相
はアベノミクス第 2 段階として，以下の新 3 本の矢を打ち出した。第 1 の矢は，「希望を生
み出す強い経済」を旗印に，2012年度約490兆円だった名目 GDP を2020年度までに600兆円
にするというものであった。第 2 の矢では，少子化に伴う人口減少対策として，「夢を紡ぐ
子育て支援」を標榜し，出生率を当時の1.4から1.8にまで高めることとした。第 3 の矢で
は，少子化とならぶ高齢化社会の到来を意識して，「安心につながる社会保障，働く意欲の
ある高齢者の就業機会を増やす」ためとして，介護離職をゼロにする目標を掲げた。
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　 2 ）これら新 3 本の矢の発表にあたって，それらがアベノミクスの提起した 3 本の矢とど
のような関連にあるのかについては，明確な説明はなされなかった。 2 年半余のアベノミク
スの経済運営によって，目標にした 2 ％の物価上昇とそれに伴うはずの経済の活性化がどの
ように達成されたのか否か，これについての具体的な検証をふまえて新たな目標設定がなさ
れたのかどうかについても明らかではなかった。
　これに対する回答が，2016年 6 月 2 日の『日本再興戦略2016―第 4 次産業革命に向け
て―』である。『日本再興戦略2016』は，冒頭でアベノミクス第 1 段階，すなわち 3 本の矢
の経済運営について全体的な評価を与えている。① 名目 GDP はこの間約30兆円増大してお
り，GDP の長期停滞を打破する手がかりを得た。② 就業者数も100万人以上増加しており，
雇用改善が明確に見られる。③ 経済成長の牽引車である企業の収益は史上最高の水準を記
録している。④ 民間活力を引き出すための規制緩和も，電力，農業，医療など「岩盤規制」
分野で切り込むことに成功した。そのうえで，これらの個々の指標では一定の前進は見られ
るものの，民間企業の動き全体としては，設備投資も含め本格的な動きがまだ生じていない
としている（以上，『日本再興戦略2016』 1 ページ参照）。
　アベノミクス第一段階に対する以上の評価に基づいて，『日本再興戦略2016』は，
GDP600兆円を実現するために，① 「有望成長市場」の戦略的創出，② 人口減少に伴う供
給制約や人手不足を克服する「生産性革命」，③ 新たな産業構造を支える「人材強化」を推
進する，という 3 つの戦略的課題を掲げた。そして，新たな有望な成長市場の創出とローカ
ルアベノミクスの深化等の実現に向けた11項目の具体的施策を示した。
2 ．アベノミクスの 4 年半は日本経済と国民生活に何をもたらしたのか
2-1　アベノミクスの金融・財政政策に関する全体的評価
　 1 ）それでは， 4 年半のアベノミクスの遂行によって，日本経済と国民の生活に実際にど
のような変化が生じたのかを具体的に見ておこう。まずは，アベノミクスの第 1 段階で民主
党政権の緊縮財政的な経済運営との違いを鮮明にするために鳴り物入りで採用された異次元
の超金融緩和政策と機動的な財政運営の作用・影響について見ておこう。
　「異次元」の金融緩和政策は，政策手段としては日本銀行が長期国債を国債流通市場で買
いとること（買いオペレーション）によって金融機関に追加資金（日銀当座預金）を供給
し，長期の市場利回りを低下させる金融緩和政策であり，通常のオペレーション政策が短期
金利の調節をめざしている点を別とすれば，それ自体として目新しいものはない。
　それが「斬新な」ものとして喧伝されたのは，① この政策手段の目標が「 2 年程度」以
内に物価上昇率を 2 ％に上げることに設定された，そして，その実現のために，② 日銀の
長期国債の保有残高を年間約50兆円増やし（2014年には約80兆円にまで拡大），③ 2012年末
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で138兆円であったマネタリーベース（日銀券・鋳貨からなる現金通貨と日銀当座預金の合
計額）を 2 年間で倍増し270兆円にする，とした点である。この政策の採用は，日銀が国債
を市場で買い支えることによって，政府にとって長期国債の発行の歯止めをなくす（財政法
第 5 条が禁止している日銀による国債の直接引き受けに限りなく近づく）ことにつながる危
険をはらむものであった。
　これが，低迷する国民経済に外部から需要を注入するカンフル剤としての機動的な財政運
営と相まって，短期間のうちに株価を急騰させ，円安基調への転換が生じた。株価の上昇と
それに伴う金融市場の活性化は，内部留保をため込む大企業や金融機関の増益をもたらし，
また，輸出関連の大企業は突然の円安により為替差益を得ただけでなく，輸出拡大の恩恵を
享受した。しかし，『日本再興戦略2016』が述べているように，財政金融政策による株高・
円安効果も，当初期待されたようには物価上昇を伴う景気回復に帰結せず，安倍政権は，
2015年の参議院選挙前に，日本経済の回復はまだ道半ばであるとして当初予定していた消費
税率の引き上げ（ 8 ％→10％）を延期せざるをえなくなった。
　 2 ）では，アベノミクスの第 1 の矢，第 2 の矢は，なぜ日本経済の活性化をもたらしえな
かったのであろうか。インフレターゲット論に基づく異次元の金融緩和政策については，ま
ず金融緩和政策の不況対策としての本質的な限界を指摘しておかなければならない。現代日
本の長期不況は，たんなる需要不足から生じているのではなく，① 国内における大企業も
含めた投資活動の衰退・停滞，② これらの企業活動を支える国民の消費購買力の長期的な
衰退・停滞に起因しており，それは，経済学的には日本国内における現実資本の蓄積の停滞
（後述のように，それは必ずしも国内的な過剰生産に起因するものではない）の問題である。
　このような状況の下では，中央銀行がどれだけ金利引き下げようとも，また現金通貨や日
銀当座預金をどれだけ増やそうとも，それによっては，経済活動は活性化しない。なぜな
ら，企業は「儲かる」という中長期的な見通しを持った場合にのみ，銀行・証券市場から資
金調達することによって事業規模の拡大のための投資をしようとするからである。現状で
は，日本のグローバル大企業は，日本国内のビジネスチャンスよりも中国や東南アジア，さ
らには北米等のそれに期待をよせているのであり，国内での金融緩和では投資を増大させは
しないのである。
　個人・家計について言えば，安定した給与所得・事業所得ならびにその中長期的な増大が
見込まれる場合にのみ長期の住宅ローンを組み，個人にとって人生でもっとも高い買い物，
マイホームの取得を意図する。非正規労働者が 4 割近い水準に達し，年収300万円水準の正
規労働者が増大する現状で，金融緩和による国内の消費力の本格的な拡大は見込めない。
　異次元の金融緩和政策の以前にも「ゼロ金利」と言われるほどに異常な金融緩和政策が継
続されてきたにもかかわらず，長期不況は打開されてこなかったことに対する基本認識が，
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アベノミクスには欠如している。
　第 2 に，インフレターゲット論は，経済学の核心に心理学的要素を（デフレマインド）を
持ち込む点で本来の経済学的思考から外れる議論であるが，その点を別としても，二重の意
味で実証的にも，理論的にも検証されていない一面的な議論である。① 歴史的に見れば，
景気上昇局面で物価は上昇傾向を示し，逆に経済の沈滞局面では物価も低迷してきた。そこ
に生産拡大（縮小）と物価の上昇（下落）との間に一定の相関関係が見られるにしても，そ
こから物価を上昇させれば景気は回復する，経済は成長軌道に移行すると，一方的に結論づ
けることはできない。逆に，経済活動が停滞しているから物価は低迷しているのであり，経
済の回復がなされれば物価もおのずと上昇すると結論づけてもよいのである。② 19世紀後
半のイギリスにおける銀行学派と通貨学派の論争以来，現金通貨を独占的に発行する中央銀
行が，民間金融機関が発行する預金通貨等の通貨数量を政策的にコントロールできるか否か
は 1 つの論争問題である。だが，長期不況が継続している日本で，日銀が供給するマネタ
リーベース（日銀券 + 鋳貨 + 日銀当座預金）を増やせば，自動的に市中金融機関による貸
し出しが増え，企業・家計・政府などの経済主体が保有するマネーストック（市中金融機関
等の各種の預貯金や金融資産）が増え，それが企業による設備投資の拡大や個人による消費
支出の拡大を引き起こし実体経済の拡大につながるというのは，あまりに非現実的な議論で
ある。異次元の金融緩和政策の継続によって生まれた事態は，株価の急騰と円安基調への転
換を別とすれば，日銀保有の国債残高の累増（日銀の国債保有比率は30％を超えている）と
「ブタ積み」と呼ばれた民間銀行による日銀当座預金の積み増しにすぎない1）。それを無理
やり解消するためにマイナス金利政策が導入されたのである。
　 3 ）機動的な財政運営は，国土強靭化法や東京オリンピックを利用した東京圏の都市再開
発事業の本格化によって，一時的なカンフル剤ではなく，大型公共事業の復活の様相を呈し
ている。だが，大型公共事業の継続によって，現代日本の「長期不況」，「構造的な停滞」を
打開しようとするのは，時代錯誤の謬論である。第 1 に，高度経済成長が破綻する前後の時
代までは，産業基盤として社会インフラを建設する，例えば，東海道新幹線や東名自動車道
の建設などは，それによって国内で事業活動をするすべての資本・企業にとって究極的には
資本の投資効率を高める政策効果を持った。だが， 3 大都市圏にまで東京圏を拡大する高速
交通手段と位置づけられているリニア新幹線が，もはやそのような投資効率の上昇をもたら
すものでないことは明らかである。日本では，産業インフラはすでに過剰なのである2）。
1）　アベノミクスの異次元の金融緩和政策の全体的評価については，建部正義『なぜ異次元金融緩和
は失策なのか』（新日本出版社，2016年）を参照。
2）　民主党政権の誕生時に，現代日本における公共事業のあり方の根本的な転換の必要性とその具体
的な内容を論じたものとして，永山利和編著『公共事業再生―分権時代の国土保全・建設産業政
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　第 2 に，そもそも，高度経済成長時代と現代とでは，根本的に産業構造が変化している。
リニア新幹線の建設や400km に及ぶ太平洋沿岸の東北地方における大防潮堤の建設は，確
かに「鉄とセメント」に大規模な需要を注入することになる。だが，経済がグローバル化
し，産業構造の高度化のもと重化学工業の地位が低下した現代においては，鉄鋼―金属製品
―建設という需要の波及効果が日本経済全体に及ぼす作用は限定的なものにとどまらざるを
えない3）。長期不況のもので歴代政権は繰り返し大型公共事業中心の景気刺激策が採用して
きたが，これによって経済の停滞は打破されてこなかったのである。
2-2　アベノミクスの成長戦略による勤労者を中心とした生活破壊の深刻化
　 1 ）それでは，アベノミクス，とくにその成長戦略の遂行によって国民生活にはどのよう
な変化が生じたのだろうか。アベノミクスの採用・継続によって生活が良くなったと実感し
ているのは，株高・円安によって史上最高の利益を獲得した輸出関連のグローバル大企業，
巨額の内部留保を持つ大企業や金融機関の経営者・上層管理職や株主，ならびに，主要な所
得が勤労所得ではなく金融資産からの金融所得である一握りの特権的富裕層だけである。額
に汗して働く・働いてきた多くの勤労国民は，政府が景気の回復を指摘しているにもかかわ
らず，日々の生活のやりくりに追われ，その生活すらいつまで持ちこたえられるのであろう
かという不安に苛まれている。
　現代日本で生活不安の中心にいるのが，不安定で低賃金の雇用を強いられている非正規労
働者である。図 2-1 から明らかなように，財界が求める労働力流動化政策の推進によって，
ここ20年余りの期間に約200万人正規労働者が減少した一方で，非正規労働者は約1,100万人
も増大した。彼らの多くは，時間給が基本の低賃金で働いており，正規労働者と同じように
週40時間めいっぱい働いたとしても時間給1,000円で月16万円の所得にしかならない。現代
日本における失業の新たな形態というべき大量のワーキングプアの発生である。政策的に非
正規雇用が生み出されることによって，初めて就いた仕事が非正規雇用という人の割合は，
図 2-2 のように年々上昇し2011年10月～2012年 9 月の期間に初めて職を得た人の場合，女性
で53％，男性でも35％の水準に達している。
　こうしたなか，安倍政権は2015年10月より派遣労働者を事実上生涯派遣の地位に置くこと
ができる派遣労働者改正法を施行した。非正規労働者から正規労働者への移動がきわめて困
策』（自治体研究所，2010年）参照。
3）　「投資が投資を呼ぶ」という典型的な設備投資主導の成長体制が，どのような産業構造の下で成
立してきたのか，それはどのように転換したのかを，現代日本の再生産構造の問題として論じたも
のとして，藤田実「戦後日本の再生産構造―その特質と矛盾」（『戦後70年の日本資本主義』新日本
出版社，2016年，所収）を参照。
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難な現状で，まじめに働く意思を持つ多くの若者たちが，生涯派遣労働者としての地位を余
儀なくされ，結婚・出産や退職後の生活などの人生設計を描けなくなる危険に直面してい
る。伍賀一道氏は，これらの若者たちが置かれている現代の労働の貧困状況を，① 低所得，
② 仕事を失う不安，ノーと言えない働き方，③ 評価されない専門性，④ つながりや居場所
がないという貧困として特徴づけている4）。
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（資料）　総務省「労働力調査詳細集計2014年」より。
（出所）　全労連・労働総研『2016年国民春闘白書データブック』（学習の友社）。
図 2-1　正規から非正規への雇用の置き換え進む
図 2-2　初職が非正社員だった人の割合（初職に就いた時期別）
　（注）1  ．学校卒業後に就いた最初の仕事（初職）が雇用者（役員を除く）だった人
のうち，その雇用形態が非正社員だった人の割合。
　　　 2 ．2002年 9 月までは 5 年刻み，それ以降は 1 年刻み。
（資料）　総務省「就業構造基本調査」より，みずほ総合研究所作成。
（出所）　全労連・労働総研『2017年国民春闘白書データブック』（学習の友社）。
2017 157第 2次安倍政権下の日本経済と対抗軸としての経済民主主義（米田）
　 2 ）バブル崩壊による金融危機が金融機能の全面的麻痺と国民経済の衰退を招いた長期不
況の初期段階では，「リッチな高齢者」による高水準の消費によって日本経済が下支えされ
ており，金融財政面からの景気刺激策でそのうち景気も良くなるとの見通しが，一部の経済
評論家やアナリストによって期待も込めて語られた。だが，不況が長期化するなか，「リッ
チ」であったはずの多くの高齢者がいま生活苦に喘いでいる。そもそも，高度経済成長とバ
ブル経済を享受してきた高齢者がすべてリッチであったはずはない。戦後の成長体制の下で
賃金の底上げは明らかに達成されたが，日本は先進国のなかで顕著な企業規模別賃金格差の
存在する国であり，表 2-1 が示しているように，大企業の平均賃金が50.1万円（男50歳～54
歳）と30.1万円（女50歳～54歳，以下同様）であるのに対して，中小企業で39.9万円と25.1
万円，小企業で33.3万円と23.5万円，零細企業で28.2万円と14.0万円である。この賃金格差
はおのずと退職金や老後のための貯金の大きさ，さらには退職後の年金の大きさを規定す
る。年金額の分布を示したものが図 2-3 であるが，自営業者や小零細企業で働く労働者の加
入する国民年金の場合，男性で月額 5 万円～10万円未満の受給者が82.0％， 5 万円未満の受
給者が18％を占めており，厚生年金受給者との格差は歴然としている。
　安倍政権は，成立当初から社会保障を改悪する「社会保障と税の一体改革」を推進してき
4）　伍賀一道「非正規雇用による日本の貧困と『資本論』」（『経済』2016年 1 月号）。また，森岡孝二
氏は，前近代的とも言うべき非正規労働者を中心とした現代日本の雇用関係を『雇用身分社会』
（岩波新書，2015年）と鋭く告発している。
表 2-1　格差の大きい企業規模別男女別年齢別賃金実態
 （1,000円）
年齢別
大企業 中企業 小企業 零細企業
男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
年齢計 381.9 265.2 312.1 233.8 285.9 214.6 244.2 134.3
20～24歳 210.3 206.0 200.9 192.3 194.0 179.3 139.2 117.9
25～29　 254.7 237.3 231.1 215.4 222.9 196.8 203.8 143.4
30～34　 303.3 257.7 266.6 230.4 255.2 212.4 242.2 143.5
35～39　 357.4 274.4 301.9 245.7 285.6 220.6 265.4 134.6
40～44　 405.5 284.1 339.1 251.1 309.8 228.3 285.2 139.9
45～49　 473.3 301.3 373.6 259.0 323.6 228.9 294.2 144.9
50～54　 501.3 301.4 399.3 250.5 333.4 235.4 282.9 140.0
55～59　 485.1 288.4 384.5 249.7 333.7 227.0 278.3 141.9
60～64　 306.1 146.5 280.9 211.2 273.3 201.5 230.9 129.9
65～69　 330.0 249.8 272.4 199.3 249.5 201.5 195.7 118.1
（資料）　厚生労働省「2014年賃金構造基本調査」（大企業1,000人以上　中企業100人～1,999人　小企業10～99人）。
　　　　厚生労働省「毎月勤労統計特別調査」（2014年 6 月）零細企業（ 1 ～ 9 人）。
（出所）　全労連・労働総研『2016年国民春闘白書データブック』（学習の友社）。
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たが，2015年12月24日の経済財政諮問会議で社会保障制度を大改悪する『経済・財政再生計
画改革工程表」を決定した。表 2-2 は，そこで予定されている医療・介護・年金・生活保護
の改悪項目である。アベノミクスによる成長戦略では，岩盤規制領域の 1 つと位置づけられ
た医療・介護分野を民間資本の自由な活動に委ねることが主張されている。年金保険制度の
改悪と合わせて，公的な医療・介護保険制度の事実上の解体によって，現役時代にはそれな
りの収入を得，老後の心配をしてこなかった高齢者や高齢者世帯ですら，重い疾病を患った
り，介護が日常的に必要となった途端にある日突然「老人地獄」に陥るリスクに直面してい
ると言わざるをえない5）。
　 3 ）大企業の成長最優先のアベノミクスの現時点での最大の犠牲者は，東日本大震災と福
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図 2-3　厚生年金・国民年金受給月額の分布
　（注）　厚生年金（老齢年金）・国民年金のそれぞれについて，2014年度末にお
ける受給月額階層ごとの受給者数の比率。
（資料）　厚生労働省「厚生年金・国民年金事業年報」（2014年度版）。
（出所）　全労連・労働総研『2017年国民春闘白書データブック』（学習の友社）。
5）　「老人地獄」という表現は，朝日新聞社経済部『ルポ　老人地獄』（文芸新書，2015年）に拠って
いる。アベノミクスにおける社会保障制度の全面的な解体に至る現代日本における社会保障制度の
改悪の歴史を全体的に総括したものとして，日野秀逸「社会保障構造改革の20年の展開過程とその
結末―社会保障をめぐる階級意識とたたかい―」（『経済』2017年 1 月号）を参照。
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島原発事故の被災者である。災害発生から 6 年が経過しているにもかかわらず，いまだ11.9
万人もの人が避難生活をしており（2017年 3 月），しかもそのうち約 5 万人もの人（2016年
9 月）が狭くて簡易なプレハブの仮設住宅（最長 2 年で撤去を想定した安直な住宅）での悲
惨な生活を余儀なくされている。被災者の人権と生活を軽視した創造的復興政策の結果，大
災害と原発事故を生き延びたにもかかわらず，避難先での孤独死を含む災害関連死は2017年
3 月13日時点で3,523人と，阪神淡路大震災のそれの 3 倍を上回る水準にある。「復興災害」
と呼ばれるゆえんである。
　安倍首相は就任早々にアベノミクスの機動的財政運営の一環として震災復興特別会計を約
25兆円にまで拡大したが，そのかなりの部分は防災を名目にした公共事業の拡大であり，さ
らに大企業向けの立地補助金やあろうことか原発輸出補助金の積み増しまでが含まれてい
た。しかも， 5 年間の「集中復興期間」に続く次の 5 年間の「復興・創生期間」には約 6 兆
円の復興資金を予算化したが，その復興計画には「被災地の自立をめざす」という理由で，
人口流出の継続によって大きな困難を抱えている被災自治体に数百億円の負担を求める措置
表 2-2　政府が計画する社会保障大改悪
医　療
① 入院時の食事代一食260円を段階的に引き上げ460円に：2016年 4 月から実施
② 紹介状なしの大病院受診で窓口負担上乗せ　初診時5,000円　再診時2,500円：16年 4 月
実施
③ 後発医薬品価格と先発医薬品の差額を徴収：17年法案提出
④ 後期高齢者（75歳以上）の医療費窓口負担引き上げ　原則 1 割→ 2 割負担化：19年度
の実施めざす
⑤ 一般病床の入院時居住費（水光熱費）の負担増と患者負担化：17年に法案提出
⑥ 病床機能の再編と算定要件の強化（入院ベッドの削減・再編）：16年 4 月実施
⑦ 高齢者（70歳以上）の高額療養費負担限度額の引き上げ：17年度の実施めざす
⑧「かかりつけ医」以外を受診した場合の定額負担導入：17年に法案提出
⑨ 市販類似薬（スイッチ OTC）の負担増や自己負担化：17年度の実施めざす
⑩ 都道府県単位の診療報酬を設定：18年度の実施をめざす
介　護
① 介護保険利用料の原則 1 割→ 2 割負担化：17年に法案提出（75歳以上は早期に方策取
りまとめ）
② 介護保険利用料の負担上限額引き上げ：17年度実施めざす
③ 要介護 1 ，2 の生活援助サービスを市町村ごとの事業に移行（保険給付外し）：17年に
法案提出
④「軽度者」の福祉用具貸与などの保険給付外し：17年に法案提出
年　金
① 年金額を段階的に削減
② 年金支給開始年齢を65歳からさらに引き上げ：19年に向け検討し法案提出
生活保護
① 生活扶助基準（各種加算・扶助）のさらなる引き下げ：18年に法案提出
②「就労努力」を踏まえ，給付の廃止・減額を含めた対応の見直し：18年に法案提出
（出所）　日野秀逸「社会保障構造改革20年の展開過程とその結末」（『経済』2017年 1 月号），「経済・財政再生計画
改革工程表」から作成。
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が盛り込まれている6）。
　被災地の「自立」を求めるこの人権無視の創造的復興政策の立場がもっとも明瞭に示され
ているのは，今も原子力災害が進行中の福島県における汚染地域への住民の帰還促進政策で
ある。政府は，住宅地の除染が完了し，住宅地周辺の年間積算線量が20ミリシーベルトを確
実に下回るとの判断に基づき，2017年 3 月末をもって一部帰還困難区域を除く飯館村，浪江
町，大熊町，富岡町に対して避難指示を解除した。これに伴い当該地域住民に対して支払わ
れてきた慰謝料（ 1 人月10万円）の支払いが打ち切られ，営業損失に対する賠償等も最終的
に打ち切られる予定である。また，これに連動する形で，福島県が自主避難者に対して行っ
てきた避難先での住宅確保に対する助成も最終的に打ち切ることが予定されている。レント
ゲン技師等の放射線作業従事者の積算線量限度が 5 年間で100ミリシーベルトに設定されて
いることを考えると，20ミリシーベルトという基準は子供たちも含む一般住人がそこで暮ら
す日常的空間の基準値としては大きな不安を与えるものである7）。そうであるからこそ，若
い子育て世代を中心に，避難指示が解除されても戻る気はないとの意見が多く表明されてお
り，2015年 9 月に先行して避難指示が解除された楢葉町では帰還者は 1 割強にとどまってい
る8）。
　創造的復興政策のもとでの被災者に対する住宅確保の決定的な遅れ，営業を再開しようと
する自営業者や中小零細企業が苦しんでいる「二重ローン」問題の事実上の放置，そして安
心できる地で暮らす当然の人権すら否定する放射能汚染地域への帰還政策の推進は，アベノ
ミクスが国民の生活と地域社会の維持を軽視していることの証左である。
3 ．アベノミクスの国民欺瞞の 3 つの手口
3-1　 日系グローバル企業の活動実態を語ろうとしないアベノミクスの成長戦略論――時
代錯誤のトリクルダウン論
　 1 ）集団的自衛権の行使を突破口に「戦争をする国」をめざす安倍政権が，憲法九条を愛
する平和志向の国民の支持をいまなお受けているのはなぜか，という本稿の本題に移ろう。
はじめにで述べたように，危機管理の稚拙さから政権担当能力を疑われた民主党政権に対し
て，政権を奪還した第 2 次安倍政権で安倍首相は，就任早々に日銀総裁の首をすげ替え異次
6）　東日本大震災における創造的復興政策による「復興災害」の現状を解明，告発したものとして，
綱島不二雄・岡田知弘・塩崎賢明・宮入興一編『東日本大震災　復興の検証―どのようにして「惨
事便乗型復興」を乗り越えるか―』を参照。
7）　放射線の被曝線量と健康被害との関連を分かりやすく図解したものとして，野口邦和監修『原
発・放射能　図解データ』（大月書店，2011年）89ページ，参照。
8）　『福島民友新聞』2017年 3 月 7 日付。
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元の金融緩和政策を日銀に強行させる一方で，財政危機どこ吹く風と言わんばかりに財務省
に緊急経済対策として13兆円もの大型補正予算を組ませた。そのうえで，アベノミクスの成
長戦略を大々的に打ち出すと同時に，その実現によってこそ長期不況の打開と国民生活の向
上が果たされると喧伝している。「戦争する国」を「積極的平和主義」に基づいて国際貢献
する国と偽る安倍首相の政治的手口は，この経済政策運営の面でも徹底している。国民を欺
瞞するその手口を，本章では 3 つの側面から明らかにする。
　その第 1 が，アベノミクスの成長戦略の基本論理であるトリクルダウン論についてであ
る。アベノミクスの成長戦略では，「世界で一番企業が活動しやすい国」をめざすことが，
長期にわたる日本の国民経済の停滞を打破し，ひいては国民生活を豊かにする唯一の，ある
いはもっとも確実な道であると主張されている。だが，安倍首相は，停滞している日本経済
の中枢を担う企業が，この間どのような企業戦略のもとにいかなる地域で企業活動を展開し
ているのか，換言すれば日系グローバル企業が現在世界中で展開している企業活動の実態を
国民に正直に語ろうとはしない。
　表 3-1-1 は，『国民経済計算年報』（内閣府）により，この20年間の国民経済の推移につい
て米国，日本，ドイツ，イギリス，フランスを比較したものである。名目 GDP では，日本
だけがマイナス成長を記録し，その結果2014年には名目 GDP は米国の 5 万4,353ドルに対
し，日本は 3 万6,230ドルにすぎず，ドイツの 4 万7,767ドル，イギリスの 4 万6,290ドル，フ
ランスの 4 万2,757ドルからもかなり水をあけられている。これを 1 人当たり GDP の推移と
して比較したものが表 3-1-2 である。これは，日々変動している為替レートに基づく比較で
表 3-1-1　国民経済の比較・名目 GDP （10億ドル，倍）
1996 2000 2005 2010 2014 2014／1996
アメリカ
GDP 30,033 36,419 44,237 48,302 54,353 1.81
GNI 29,941 36,903 44,669 48,808 55,842 1.87
日　本
GDP 37,413 37,295 35,835 43,064 36,230 0.97
GNI 37,836 37,769 36,672 44,219 37,695 0.99
ドイツ
GDP 30,734 23,938 35,179 42,563 47,767 1.55
GNI 30,705 23,779 35,491 43,401 48,861 1.59
イギリス
GDP 22,465 26,402 40,040 38,299 46,290 2.06
GNI 21,997 26,589 41,022 38,796 45,452 2.07
フランス
GDP 27,035 22,481 34,905 40,737 42,757 1.58
GNI 27,289 22,901 35,515 41,568 43,600 1.59
中　国 GDP 707 955 1,740 4,515 7,590 10.74
（出所）　『国民経済計算』（内閣府）。
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あり，各国の国民経済の真の実力をより正確に反映すると考えられる購買力平価に基づく数
値（表 3-2）も示しておく。OECD のファクトブック（2015－2016年版）によれば，2014年
の 1 人当たり GDP は，米国が 1 万7,348ドル（2002年比で1.46倍，以下同じ），日本が 3 万
6,456ドル（1.34倍），ドイツ 4 万4,985ドル（1.58倍），イギリス 3 万9,709ドル（1.29倍），
フランス 3 万8,870ドル（1.36倍）であり，米国やドイツに大きく立ち遅れるようになった
ことに変わりはない。
　 2 ）では，このような日本の国民経済の停滞・衰退は，日本の大企業が成長しなかったか
ら起きた現象なのであろうか。それは否である。その事情を明確に示しているのが，表 3-3 
である。これによれば，海外に進出した日系グローバル企業の現地法人（製造業）の売上高
は，全世界で，2003年度から2013年度の間に2.24倍化し，2013年度には 1 兆442億ドルに達
表 3-1-2　国民経済の比較・ 1 人当たり名目 GDP （ドル，倍）
1995 2000 2005 2010 2014 2014／1995
アメリカ
GDP 7,664.1 10,284.8 13,093.7 14,964.4 17,348.1 2.26
GNI 7,602.3 10,421.3 13,221.8 15,121.1 17,823.2 2.34
日　本
GDP 5,348.8 4,730.1 4,578.1 5,514.1 4,605.5 0.86
GNI 5,392.7 4,790.3 4,685.1 5,661.9 4,791.8 0.89
ドイツ
GDP 2,591.4 1,950.1 2,861.3 3,417.1 3,868.3 1.49
GNI 2,586.3 1,937.1 2,886.8 3,484.4 3,956.9 1.53
イギリス
GDP 1,237.6 1,554.7 2,418.9 2,403.6 2,990.2 2.42
GNI 1,214.7 1,565.7 2,478.3 2,434.8 2,936.1 2.42
フランス
GDP 1,609.8 1,368.4 2,203.6 2,646.8 2,829.2 1.78
GNI 1,617.2 1,394.1 2,242.2 2,700.9 2,884.9 1.78
（出所）　表3-1-1に同じ。
表 3-2　購買力平価に基づく 1 人当たり GDP の比較 （ドル，倍）
2002 2005 2010 2014 2014／2002
アメリカ GDP 38,122 44,237 48,302 54,353 1.46
日　本 GDP 27,251 30,446 33,748 36,456 1.34
ドイツ GDP 28,438 32,186 39,622 44,985 1.58
イギリス GDP 30,088 34,616 35,859 39,709 1.29
フランス GDP 28,523 30,398 35,806 38,870 1.36
中　国 GDP 3,454 4,948 9,031 11,8741） 3.44
（注）1 ）　中国は，2013年。
（出所）　『図表でみる世界の主要統計　OECD ファクトブック（2015-2016年版）』OECD。
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した。同じ同期間にこれらの現地法人の土地を除く有形固定資産取得額は2.83倍化し386億
ドルに，現地での従業者数は1.65倍化し384万人に達した。もちろん中間投入を控除した国
内総生産 GDP と現地法人企業の売上高の総額とを単純に比較することはできないが，日本
の GDP が500兆円前後の水準で停滞・減少している過程で，海外進出を遂げるに至った日
本の大企業の現地法人が，海外での売上額＝生産額を2.24倍化していた（ 1 ドル＝100円の
レートで換算すれば2013年度の海外売上高は104兆円）ことは注目に値する。
　日系グローバル企業の海外生産の増大が国内経済に及ぼす影響について，日本を代表する
輸出産業であり，トヨタ，日産，ホンダなど世界に名だたるグローバル企業が存在している
自動車産業の動向を見ることによって確認しておこう。表 3-4 は自動車産業の生産・輸出動
向を示したものである。これによれば，2003年には国内生産台数1,028.6万台に対して海外
生産台数860.8万台であった関係が，2007年に前者が1,159.6万台，海外が1,186.0万台と逆転
し，その後はほぼ一貫して海外生産が増大し，停滞・減少する国内生産台数を大きく凌駕す
るようになった。表 3-4 には示していないが，2015年度は海外生産台数1,784.4万台に対し，
表 3-3　現地法人の動向（製造業） （万ドル，人）
全地域 2003年度 2010年度 2013年度
売上高
　うち自国内向け
　うち日本向け
　うち日本以外の第三国向け
有形固定資産（除土地）取得額
従業者数
46,687,752
33,508,147
4,332,808
8,818,847
1,362,481
2,346,084
92,992,907
64,655,740
9,453,755
18,883,412
2,486,688
3,583,186
104,427,843
73,763,684
10,177,587
20,486,572
3,860,254
3,842,544
北　米
売上高
　うち自国内向け
　うち日本向け
　うち日本以外の第三国向け
有形固定資産（除土地）取得額
従業者数
19,512,324
17,895,934
335,219
1,273,682
663,207
412,981
25,496,174
22,901,444
498,028
2,156,702
479,098
406,296
29,807,389
26,937,808
501,524
2,368,057
929,647
486,052
アジア
売上高
　うち自国内向け
　うち日本向け
　うち日本以外の第三国向け
有形固定資産（除土地）取得額
従業者数
15,677,231
7,317,505
3,766,263
4,577,017
460,302
1,574,431
47,501,576
28,440,647
8,668,034
10,392,895
1,576,913
2,655,909
53,077,157
33,032,489
9,275,946
10,768,722
2,134,983
2,750,384
　（注）2013年度は速報値。
（出所）経済産業省・海外現地法人四半期調査。
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国内生産台数は 4 年ぶりに900万台を割り866.1万台であった。日本で国内生産台数に対する
輸出台数の比率はこの間おおよそ50％前後の水準（45.5～58.1％）であるのに対し，海外生
産比率（海外生産台数／国内生産台数＋海外生産台数）は，45.6％から67.3％へと一貫して
上昇している。日本の国民経済が長期停滞しているにもかかわらず，その間にトヨタは世界
の冠たるグローバル自動車企業として海外生産を拡大し，国内生産を抑制，減少させてきた
のである。
　ところで，自動車の完成メーカーの上記のような海外生産への重点移動は，当初は日本国
内に残っていた下請け部品メーカーからの完成車メーカーの進出先への部品輸出の増大を部
分的に伴っていた。だが自動車の海外生産が本流となるのに応じて，部品メーカー自身が次
第に海外進出を果たすようになり，そこに進出している世界中の完成車メーカーを相手に日
系の部品メーカーが部品生産・供給を大幅に拡大し，かつての国内の下請け関係を超えたグ
ローバル部品企業として成長するようになっている。部品メーカーを含めた自動車産業の生
産拠点の海外移転に引きずられて，近年では自動車産業に素材を供給する化学，鉄鋼業など
の素材メーカーまでが海外での生産拡大に乗り出している。
　以上の事実は，アベノミクスの成長戦略の基本論理であるトリクルダウン論が，日系グ
ローバル企業が世界的規模で展開している海外生産と国際的下請け生産の展開の事実を見な
い（あるいは国民に見せようとしない）時代錯誤の議論であることを示している。1970年代
初頭までの高度経済成長時代，ならびに輸出大国化を基礎に金融ブームを謳歌した1980年代
のバブル経済時代までは，輸出関連の大企業の成長は，国内における設備投資と雇用の拡大
をもたらし，国内生産と国内消費とが相互促進的に作用する好循環を生んだ。だが，その時
代はすでに終わったのである。日本の典型的な輸出産業である自動車産業や電気機械産業は
海外生産に重点を置いたグローバル企業に発展したのであり，これら企業の成長，海外生
産・販売の増大は，もはや国内における生産や雇用の拡大に結びつかなくなったのである。
大企業のグローバル企業化という歴史的発展は，国内における規制緩和や法人税率の引き下
げなどによっては止めることのできない流れなのである9）。経済のグローバル化段階にあっ
ては，グローバル企業の利益と国民経済的利益（GDP の成長という意味での）とが根本的
9）　自動車や電気機械等の輸出産業だけでなく，内需に重点を置いてきた食料品や繊維等の製造業で
も海外生産へのシフトは急激に進んでおり，製造業全体（国内全法人ベース）としても海外生産比
率は2003年度の15.6％から2014年度には24.3％に達している。さらに製造業だけでなくこれまで国
内消費に依存してきたコンビニ・スーパー・デパートなどの小売業や各種外食産業，学習・教育産
業，観光産業，医療・介護サービス産業，駐車場経営・クリーニング，警備などの雑多なサービス
産業までもが，国内消費が爆発的に増えている中国や ASEAN 諸国に積極的に進出している。こ
れらの動きについては，拙稿「日本企業・日本産業のグローバル化の現局面」（『経済学論纂』第55
巻第 5 ・ 6 合併号，2015年 3 月）を参照。
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に対立することを，安倍首相は意図的に隠蔽していると言わざるをえない。
3-2　 働き方改革を標榜することによって労働者を「モノ」扱いする労働力流動化を推進
するアベノミクスの成長戦略論の欺瞞性
　 1 ）前章の 2 ）で述べたように，この20年間増大の一途をたどった非正規労働者を中心に
ワーキングプア問題が深刻化している。非正規労働の増大の出発点となったのは，1995年に
日経連が発表した『新時代の日本的経営』である。ここで，グローバル化時代の「選択と集
中」・「創造と破壊」のリストラ戦略を志向する財界は，労働者の 3 類型：① 長期蓄積能力
活用型，② 高度専門能力活用型，③ 雇用柔軟型を提示した。それ以降，これを実現する形
で，歴代政権によっていわゆる労働力流動化政策が推進され，その結果，20年間で約1,000
万人の非正規労働者が新たに創出され，非正規雇用率は雇用者全体の40％近い水準に達し
た。
　非正規雇用の形態は，総務省の「労働力調査」では現時点で，パート，アルバイト，嘱
託，派遣，契約，その他などに分類されているが，それは職場での呼称の違いでしかなく，
厳密な意味での雇用形態の概念的な区別とは言いがたい。『新時代の日本的経営』で財界が
めざしたものは，「日本的経営」のもとで正規雇用者に保障してきた① 定年までの長期安定
雇用（期限の定めのない雇用）と② 右肩上がりの年功序列型賃金体系（勤続年数に対応し
た定期昇給システムに基づく賃金体系）のからの脱却であった10）。しかし，この 2 つをただ
ちに廃棄するには，それらを「既得権」と位置づける「日本的経営」の第 3 の要素であった
正規労働者から構成されている企業別労働組合の抵抗が大きいがゆえに，これら正規労働者
の外部に，① 有期雇用契約と② 昇給システムを持たない時間賃金の非正規労働者を大量に
創出しようとしたのである。従来からのパート，アルバイト，嘱託とは別に新たに生まれた
派遣社員や契約社員などの非正規雇用形態は，③ の効用柔軟型雇用の具体化である。
　第 2 次安倍政権が『日本再興戦略』（2013年）の「雇用制度改革・人材力の強化」で項目
に真っ先に挙げた施策は，「行き過ぎた雇用維持型から労働移動支援型への政策転換（失業
なき労働移動）の実現」である。それに続いて，多様な働き方や女性・若者・高齢者の活躍
推進策が提起されているが，それらは，明らかに財界が求める使い捨て自由の非正規労働者
の創出政策の継承である。
　さらに，アベノミクス第 2 段階の成長戦略である『日本再興戦略2016』は，これまでの労
働力流動化政策の継承だけではなく，正規労働者を主要なターゲットに労働時間規制などの
10）　日本における終身雇用制度と年功賃金体系についての起源やそれらに関する先行研究の全面的な
検討のうえに，財界が『新時代の「日本的経営」』で示した新たな雇用・賃金戦略を解明したもの
として，小越洋之助『終身雇用と年功賃金の転換』（ミネルヴァ書房，2006年）を参照。
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労働者保護規制を根本から覆そうとしている。一部の大企業ではすでに裁量労働制が採用さ
れているが，これを大幅に拡大することによって残業代を支払うことなしに無制限に働かせ
ることが目論まれている。「高度プロフェッショナル制度」という一見聞こえの良い名称で
議論されている雇用形態は，相対的に高賃金の「付加価値の高い」労働者を，年 5 日の有給
休暇以外は労働時間，休憩，休日や深夜の割増賃金など従来のすべての保護規定の適用外に
おく雇用形態である。これと解雇の金銭解決制度が結合されるならば，先の① 長期蓄積能
力活用型，② 高度専門能力活用型の正規労働者ですら，企業の都合次第で自由に解雇でき
るようになる。財界が狙っていた生産調整のために在庫品（モノ）と同じように労働者（ヒ
ト）をも自由に調節することが，正規労働者も含めて全面的に実施可能となる。「多様な働
き方」の提供によって，自由志向の若者や，家庭内での仕事を持つ女性，定年後余暇だけで
は満足できない高齢者に対して活躍できる場を与えるというアベノミクスの「一億総活躍社
会」の実態は，勤労国民から労働者としての権利を全面的に剥奪する社会以外の何ものでも
ない。
　 2 ）問題は，アベノミクスによる労働力流動化政策の推進が日本経済の成長戦略としてど
のような意味を持っているのかである。図 3-1 は，この20年間の非正規雇用率と 1 年間を通
じて勤務した労働者全体の平均賃金との推移を対照したものである。両者の負の相関関係は
明らかである。絶対的に低賃金の非正規労働者の割合の増大は，彼らを含む日本の労働者階
級全体の賃金水準を大きく切り下げてきた。しかも，大量の非正規労働者の存在は，同じ職
場で同一の労働を行う正規労働者の賃金の引き下げ圧力として作用する。その結果，図 3-2 
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　（注）1 .　非正規率は総務省「労働力調査」から，役員を除く雇用労働者に占める非正規雇用労働者の割合。
　　　　 2 . 　平均賃金は国税庁「民間給与実態統計調査」から，「 1 年を通じて勤務した給与者」のみの平均。なお，
2013年の平均は正規雇用473.0万円（前年比＋1.2％）に対し非正規雇用は167.8万円（同－0.1％），2014年
の平均は正規雇用477.7万円（同＋ 1 ％）に対し非正規雇用は169.7万円（同＋1.1％）だった。
（出所）　全労連・労働総研『2017年国民春闘白書データブック』（学習の友社）。
図 3-1　非正規率と平均賃金
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に示されているように，日本では若年層を中心に年収300万円未満の低所得者層が急激に増
大した。その割合は，25歳～29歳の年齢層で，男は30.3％（1997年）→48.3％（2012年，以
下同様），女63.7％→71.8％であり，30歳～34歳の年齢層で，男14.7％→32.8％，女62.1％
→69.4％である。
　賃金は，近代経済学や企業家が主張するように労働の対価ではない。それはマルクスが明
らかにしたように労働力商品の価格であり，生身の人間の身体に備わる労働能力という商品
の特別の性質に基づいて，その売買は労働能力の時間を限った利用権の売買という形式をと
る。その価格も労働力の社会的再生産費，すなわち労働者自身を再生産するに必要な生活諸
手段の総価値によって規定されるという独自の価値・価格規定を持つ。この社会的再生産費
が支払われることによって，労働市場（正確には労働力商品市場）で労働力商品の売手（労
働者）と買手（企業）との対等かつ公正な取引が成立する。言うまでもなく，この労働力の
社会的再生産費には，労働者階級が世代を超えて再生産されるための諸費用，すなわち労働
者家族を再生産するために必要なすべての諸費用，子供を育てるための扶養費や教育費，さ
らには現代日本で普通の生活に不可欠の住宅を購入するための費用や一定の余暇を楽しむた
めの娯楽費等は当然含まれなければならない。
　先の図 3-1 の平均賃金は，現代日本における労働力商品の価値を近似的に示すものである
が，いまそれが労働力流動化政策によって明確に切り下げられつつある。そして，生涯非正
規労働を渡り歩かなければならない層を中心に，年収300万未満というおよそ賃金という名
（％）
80
250～300万円未満
200～250万円未満
200万円未満
70
60
50
40
30
20
10
0
1997
9.5
13.2
15.4
6.2
14.7
11.2
32.8
15.0
14.1
8.1
71.8
62.1
69.4
10.163.7
48.3
30.3
15.3
4.3
10.3
15.9
18.7 10.2
15.1
2012 1997 2012 1997 2012 1997 2012（年）
男・25～29歳 男・30～34歳 女・30～34歳女・25～29歳
7.6
17.6
4.2
11.3
32.8 39.0
43.8 44.2
（資料）　総務省「就業構造基本調査」より。
（出所）　全労連・労働総研『2017年国民春闘白書データブック』（学習の友社）。
図 3-2　急増する勤労低所得者
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に値しない低賃金層が大量に生み出されている。彼らが，恋愛，結婚，子育て，退職後の老
後という普通の生活から遠ざけられていることは明らかである。
　では，このような低所得の大量の勤労者の出現は，長期不況のもとで労働者を雇用する企
業の側が利益を上げることができず，経営者や株主が労働者にも痛みを分かち合ってもらう
ために進めてきたことかと言えば，決してそうではない。図 3-3 によれば，1999年度～2015
年度まで賃金水準は横ばいであるにもかかわらず，大企業の営業利益は2.4倍，株主に対す
る配当は5.5倍化している。安倍首相は近年，経済界に対して賃上げを要請したり，最低賃
金引上げを主張したりしているが，財界が求める労働力流動化政策を推進する成長戦略をと
る限り，それは労働者や勤労国民を欺くためのポーズにすぎない。そして，労働力流動化政
策の推進は，日本経済の長期的な停滞を規定する消費不況をますます深刻なものとせざるを
えないのである。
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　（注）　資本金10億円以上の大企業の経営データ。
（資料）　財務省「法人企業統計」。
（出所）　全労連・労働総研『2017年国民春闘白書データブック』（学習の友社）。
図 3-3　大企業の利益，株主配当，賃金の推移
　　　　　――儲けは賃金に回らず株主と企業の懐に――
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3-3　 「地方創生」を謳いながら，地域社会の遺棄と基礎自治体の消滅を強制するローカル
アベノミクスの欺瞞性
　 1 ）アベノミクスの国民を欺瞞する第 3 の手口がローカルアベノミクスという地方創生戦
略である。財政金融面でのカンフル剤の注入による株高・円安効果が地方や中小企業に及ん
でいないことを認識した安倍政権は，一斉地方選挙や参議院選挙対策の意味も込めて「『日
本再興戦略』改訂2014」（いわゆる「新成長戦略」）（2014年 6 月24日閣議決定）において，
世界に開かれた成長体制を前提に，東京への一極集中の是正と地方戦略の強化を打ち出し
た。この地方創生戦略は，その後実施法の「まち・ひと・しごと創生法」の制定（2014年11
月）を経て「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン―国民の『認識の共有』と『未来への選
択』を目指して―」（以下「長期ビジョン」と略記）と「まち・ひと・しごと創生総合戦
略」（以下「総合戦略」と略記）（ともに2014年12月27日閣議決定）として具体化され，さら
に，「まち・ひと・しごと創生基本方針―ローカル・アベノミクスの実現に向けて―」（以下
「基本方針」と略記）（2015年 6 月30日閣議決定）として強化され，その中心的な内容は『日
本再興戦略2016』にも事前に盛り込まれていた。
　「長期ビジョン」は，「人口減少時代」の到来が日本の経済力の弱体化をもたらすという認
識のもとに，それを食い止めるために，① 「東京一極集中」を是正する，② 若い世代の就
労・結婚・子育ての希望を実現する，③ 地域の特性に即した地域課題を解決する，という
3 つの基本的視点を提示した。「総合戦略」はこの視点を，以下の 4 つの政策パッケージ：
① 地方にしごとをつくり，安心して働けるようにする，② 地方への新しいひとの流れをつ
くる，③ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる，④ 時代にあった地域をつく
り，安心なくらしを守るとともに，地域と地域を連携する，として具体化した。
　「基本方針」はこの 4 つの政策パッケージを継承しているが，そこで内容的にとくに目を
引くのは，① に関して，（ア）観光業の強化，（イ）農林水産業の成長産業化，（ウ）都市部
の「プロフェッショナル人材」の還流，確保などが，② に関して，地方への移住を促進す
るために，「日本版 CCRC（Continuing Care Retirement Community）」の推進が，④ に関
して，（ア）都市のコンパクト化，（イ）周辺等の交通ネットワーク形成，（ウ）中心市街地
の活性化，（エ）連携中枢都市圏や定住自立圏等の形成の効果を高めることが，強調されて
いることである。
　これらに共通しているのは，疲弊している地域社会を再建することではなく，利用できそ
うな地域社会に外部の力を引き入れることによって（都市住民の移住，外国からの観光客，
高価格の農産物や特産品の輸出で一儲けしたい企業，低価格で安心できる農産物を優先的に
確保したい外食産業などの進出）地域を「創造する」という外発的発展論である。企業や観
光産業にとって重要であると位置づけられる産業インフラや施設の建設が優先され，地域住
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民が必要とする生業や生活に必要な生活インフラや施設の整備は後回しにされる。この発想
は，東日本大震災や福島原発事故に対する「創造的復興政策」と同根のものであり，地方創
生策の推進によって，一部の地域経済は進出企業が儲かる間は潤うかもしれないが，そうで
ない大部分の地域社会，多くの基礎自治体はさらなる衰退を余儀なくされるであろう。
　地方創生策は，内容だけでなくその推進の仕方においても地域社会と基礎自治体を破滅に
追いやるものである。政府は，すべての地方自治体に「総合戦略」や「基本方針」に準じ
て，2017年度中に「地方人口ビジョン」と「地方版総合戦略」を策定することを求めてい
る。これらのビジョンと計画は，目標の数値化と達成期限の明示を KPI（Key Performance 
Indicators）によって義務化されている。各自治体は，各省庁が「長期ビジョン」や「基本
方針」の具体化として推進しようとしている政策に連動することを意識せざるをえず，自ら
が提示した目標の達成度を競いあうことによって政府の各種の資金交付への依存を強めざる
をえない。自治体間競争に負ければ，それは当該自治体とそれが管轄する地域社会の淘汰に
帰結する。ローカルアベノミクスによる地方「創生」は，メダルの裏面で「破壊」を伴わざ
るをえない。保母武彦氏は，地方創生の真の狙いは「統治構造の改編」であるとしたうえ
で，「地方創生を通じて肥大化したのが，地方自治に対する中央集権的な国家介入である」11）
と断じている。
　 2 ）地方創生戦略の問題意識の柱の 1 つであった「東京への一極集中の是正」という課題
は，ものの見事に裏切られている。いま東京は「東京再開発フィーバー」の真っただ中にあ
る。それを象徴する三菱地所が進める東京駅日本橋口駅前の常盤橋再開発は，延べ床面積
68ha，高さ390m の巨大開発であり，それだけで「都心 3 区（千代田・中央・港）で 1 年間
に供給されるビル面積に匹敵する」。東京オリンピックに向けた都心再開発はいたるところ
でオフィスビルやマンションの建設需要を膨らませ，都心 3 区では人口が大きく増大してい
る12）。この大フィーバーによって，建設資材や建設労働者の不足や資材の価格・賃金高騰が
生じ，東日本大震災の復興事業が停滞するという事態まで生まれている。これに，新たに，
環境破壊だけでなく経済性・技術面でも大きな疑問が残るリニア中央新幹線13）の工事の着工
が加わっている。
　これらの「東京再開発フィーバー」の背後にあるのは，『日本再興戦略2016』における
11）　保母武彦「『地方創生』への対処試論」（『前衛』，2017年 5 月号），188頁。
12）　岩見良太郎「東京再開発フィーバーの危うさ―暴走する『アベノピックッス』―」（『経済』，
2016年11月号）を参照。
13）　このリニア中央新幹線が過去の失敗プロジェクトからの教訓を学んでおらず，技術的にも，経済
的にも，環境保護の面からも全く必要のないもの，やってはならないものであることを全面的に解
明したものとして，橋山禮治郎『リニア新幹線―巨大プロジェクトの「真実」―』（集英社新書，
2014年）を参照。
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「都市の競争力の向上と産業インフラの整備」が提起するグローバルシティ東京論である。
そこでは，バブル時代にすら果たせなかったニューヨーク・ロンドンに並ぶ国際金融都市・
東京の夢を追い求めて，国家戦略特区における規制緩和を最大限に活用して，東京を世界銀
行のビジネス環境ランキングならびに都市総合力ランキングにおいて2020年までに世界の 3
位以内に押し上げることが目標設定されている。
　リニア中央新幹線構想は，当初 JR 東海が約 9 兆円の投資を自前で行う計画として出発し
たものであるが，それは，『国土のグランドデザイン2050―対流促進型国土の形成―』（国土
交通省，2014年 7 月）のなかで，日本経済を新たな成長軌道へと転轍するための国土開発計
画の大事業として明確に位置づけられている。そこでは，東京圏の拡大としてのスーパー・
メガリージョン構想が提起され，グローバルシティ東京の実現に向けて名古屋圏・大阪圏を
東京圏に接続する地域間連携の創出によって，東京ではなく東京圏を拡大することが意図さ
れている。リニア中央新幹線の建設はその物的基盤なのであり，その整備は国家的事業なの
である。リニア中央新幹線工事の着工とともに，財政投融資を通じて 3 兆円の政府資金の投
入が決まったのは，既定の路線だったのである。まさに，高度経済成長時代に大企業中心の
成長体制が東京一極集中を付随したと同じように，アベノミクスによるグローバル企業主導
の成長体制の創出は東京圏のさらなる拡大と表裏一体に進まざるをえないのである。アベノ
ミクスにおける地方創生によって疲弊した地方経済と地域社会が再生されるというのは幻想
にすぎない。
4 ．住民視点からの地域社会の再建，それを支える循環型地域経済の創出の意義
　 1 ）本稿の最後に，グローバル企業の利益を最優先するアベノミクスに対抗するための住
民目線からの地域戦略を考えておきたい。アベノミクスが国民生活全体に及ぼしている破壊
的影響をからすれば，基本的対抗軸は国民生活の向上を目的とする経済民主主義戦略という
ことになる。安定した雇用，普通に働いて普通の暮らしを営むに足る賃金・勤労所得の確
保，定年まで働けばそれなりの老後生活ができるような年金・医療・介護保険制度の充実な
どは，現行憲法が認めている幸福追求権の実現形態である。だが，高度経済成長段階とは異
なり，グローバル企業の利益と国民経済的利益とが明確に対立するような発展段階に達した
現代では，それは勤労国民による経済民主主義の確立に向けた運動を通じてのみ達成され
る。その一環としての住民本位の地域戦略は，まず過去の国土開発計画を基礎にした地域戦
略から決別しなければならない。
　アベノミクスの地方創生戦略にまで継承されているこれまでの政府主導の地域政策は，
① 外発的な産業誘致，② 政府の公共事業・公共投資計画依存の地域政策である。このよう
な住民の生活実態を無視・軽視した外発的な地域政策では，企業進出によって一時的に地域
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が活性化することはあっても地域社会の持続に結びつかないことは，全国津々浦々で「限界
集落」が多数発生し，小集落が次々と遺棄されていく現実が示している。そして，この地方
の住民軽視の地域開発政策が，財界による大企業の利益を最優先する農業破壊・農村つぶし
の産業政策の推進と一体化してきたことは明白である。
　それゆえ，国民生活向上を目的とする地域政策は，疲弊している地方の地域生活の実態に
即したものでなければならない。その成功例が，平成の大合併に抗して多様な住民の自主組
織・住民自治を基礎に福祉・医療・教育・交通の住民サービスを充実させてきた「小さくて
も輝く自治体フォーラム」（長野県の栄村，阿智村，宮崎県の綾町等）の実践である。そこ
では，住民自身の要求に基づいて，住民自身が自らの力で，自分たちが暮らす地域の生活環
境を改善することが基本であり，この住民の地域おこしの活動に，地元の企業や自営業者，
行政や金融機関などが協力・支援することによって，人口減少にも一定の歯止めをかけると
いう成果を生みだしている。長年，日本の農山村における「内発的発展」を研究してきた保
母武彦氏は，住民によるこの地域おこしの核を，市町村と住民との間に存在する「中二階的
自治組織」（前掲論文を参照）と捉えている。
　もちろん，地方におけるこのような小規模の地域社会では，農林漁業という「職住接近」
の経営が地域経済の基礎をなしており，その成功の背後には，生業としての農業や林業，漁
業などの第 1 次産業を維持し，それらと地元の中小零細企業・自営業者との農商工連携・六
次産業化によって，カネをできるだけ地元で循環させる意識的な営業努力がなされてきた。
地域内での余剰を地域の活性化のために再投資する循環型地域経済の確立が意図されてい
る。福島原発事故以降どこにでも無尽蔵に存在する再生可能エネルギーへ国民的関心が高 
まった。この再生可能エネルギーを地域資源として活用する新たな産業的取組は，この循環
型地域経済の確立を後押しするものである。
　 2 ）アベノミクスに対抗するためには，この住民の自治能力の発揮に基づく循環型地域経
済を全国津々浦々に無数に作り上げることが必要である。「小さくても輝く自治体フォーラ
ム」の経験は，住民生活に最も密着した基礎自治体であるからこそ，住民要求に寄り添い小
回りが利いた行政ができることを示した。小さいことは強みなのであり，今後より厳しい自
治体間競争にさらされる基礎自治体の首長や議員そして住民は，そのことに確信を持って身
近なところからの地域おこしに取り組む必要がある。
　そのうえで，小さな基礎自治体における地域住民による先進的な地域おこしを，いかにし
て，より大きな地域社会・地域経済にまで広げ，さらにそれらを地方の中核都市や都道府県
をも巻き込んだ地域づくりに発展させていくのかが問われている14）。それは，GDP の面で
14）　この問題意識に立った論稿として，入谷貴夫「『地方消滅論』と都道府県の地域政策―高度成長
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はわずか 1 ％強の水準にまで低下したものの，いまなお地方の住民生活を支える農林漁業を
いかに維持し発展させていくのか，その意味で，都市と農村との対立を現代のグローバル経
済化時代にいかに解決していくのかという問題，さらには，国と地方自治体との間で行政権
限と財源をどのような形で配分していくのかという問題を不可避的に伴うものである。これ
らの点については，今後の課題としたい。
期の二つの事例を検証―」（『経済』，2016年11月号）がある。拙稿「循環型地域経済を基礎にした
経済再構築」（『経済』，2015年11月号）も参照されたい。
